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株式会社サックルの株式取得（子会社化）に関するお知らせ

当社は、2022年４月25日開催の取締役会において、株式会社サックル（以下、「サック

ル」という）の株式を取得（持分100％）することについて決定いたしましたので、お知

らせいたします。

1． 株式取得の理由

　当社は、「サブスクで世の中を豊かに」というパーパスに基づき、サブスクリプション

ビジネスに特化した、BtoC事業者向けクラウド型システム「サブスクストア」を中心にク

ラウド型システムを提供しています。2021年11月12日にリリースした中期経営計画では、

ターゲット領域の拡⼤として①顧客セグメント、②エンタープライズ領域、③アーリース

テージ領域と３つの領域の拡大を掲げて新規顧客開拓を進めており、エンタープライズ領

域の拡大においては、サブスクリプションビジネスの広がりとともに「サブスクストア」

のカスタマイズ需要が増加傾向にあります。当社は、この需要等に対応するため、プロダ

クトマネージャーやエンジニア体制を一層強化する戦略を掲げております。

　この度グループに参画するサックルは、WEBシステム開発を得意とし、開発・デザイ

ン・マーケティングの専門家による一元的・包括的なサポート体制を強みとしています。

また、EC領域においても豊富な開発実績を有しており、開発言語や環境面においても当社

との親和性が高く、事業戦略上、最適なパートナーであると判断しています。

今回のグループ化により、当社グループとしての開発力の強化のみならず、サブスクリ

プションビジネスを支援する多様なソリューションの開発とその提供を実現することで、

当社グループの企業価値向上を目指してまいります。

２．異動する子会社（サックル）の概要

（１）商号 株式会社サックル

（２）本店の所在地 東京都千代田区神田小川町三丁目８番 神田駿河台ビル

８階

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　村井　冬人

（４）事業内容 ・クリエイティブ事業（システム受託開発）

・SES事業

・プログラミング学習事業

（５）資本金 35,000千円

（６）設立年月日 2008年４月3日

（７）大株主・持株比率 村井　冬人　97.7％



（８）上場企業と当該会社と

の関係

資本関係 当社および当社の関係者と当該会社の間

には、記載すべき資本関係はありませ

ん。

人的関係 当社および当社の関係者と当該会社の間

には、記載すべき人的関係はありませ

ん。

取引関係 当社および当社の関係者と当該会社の間

には、記載すべき取引関係はありませ

ん。

（９）当該会社の直近３年間の経営成績および財政状況（単位：千円）

決算期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期

純資産 52,211 57,989 63,938

総資産 313,104 329,350 443,777

１株あたり純資産（円） 313,104 329,350 443,777

売上高 842,327 995,331 945,533

営業利益 8,833 5,443 7,062

経常利益 8,196 10,317 9,423

当期純利益 5,715 5,778 5,948

１株当たり当期純利益（円） 5,715 5,778 5,948

１株当たり配当金（円） 0 0 0

３．サックル株式取得の相手方の概要

株式取得の相手方（村井氏以外）については、当該相手先との守秘義務により、開示を

控えさせていただきます。なお、当社および当社の関係者との間で記載すべき資本関係・

人的関係・取引関係はなく、関連当事者にも該当いたしません。

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況

（１）異動前の所有株式数 0株

（議決権の数：0個）

（議決権所有割合：0%）

（２）取得株式数 1,000株

（議決権の数：1,000個）

（３）取得価額 300百万円（注１）

（４）異動後の所有株式数 1,000株

（議決権の数：1,000個）

（議決権所有割合：100%）

（注1） 取得価額については、第三者機関によるデューデリジェンスにより算出した金額

を基準に株式取得の相手先と協議し決定しております。

５．日程

（１）取締役会決議日 2022年４月25日

（２）契約締結日 2022年４月25日

（３）株式取得実行日 2022年４月25日

６．今後の見通し

サックルは、2022年９月期の第３四半期より当社の連結子会社となりますが、2022年９

月期の連結業績に与える影響は現在精査中であり、今後開示すべき事項が発生した場合に

は、速やかに開示いたします。

以上


